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(57)【要約】
　所定の標準に従って動作する基地局を有する移動電話
通信ネットワークである。伝送ノードは、移動電話通信
ネットワークにおいて第１の基地局から第２の基地局へ
のデータの伝送を可能にする。データは、この標準に従
って第１の無線通信チャネルを介して第１の基地局から
データ伝送ノードのデータ受信機に送信される。受信し
たデータは、伝送ノード内のインタフェースを介してデ
ータ伝送ノードのデータ送信機に伝送される。データ送
信機は、伝送されたデータを、この標準に従って第２の
無線通信チャネルを介して第２の基地局に送信する。伝
送ノード内のインタフェースは、ノード内のみでデータ
を伝送するため、動作標準に従わない。データは、同様
の方法でノードを介して第２の基地局から第１の基地局
に送信されてもよい。好ましくは、受信機は、第１の基
地局にとって中継局であるように見え、送信機は、第２
の基地局にとってユーザ端末であるように見える。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワークにおいて第１の基地局から第２
の基地局にデータを伝送する方法であって、
　前記標準に従って第１の無線通信チャネルを介して前記第１の基地局からデータ伝送ノ
ードのデータ受信機にデータを送信し、
　前記受信したデータを前記データ伝送ノードのデータ送信機に伝送し、
　前記伝送されたデータを、前記標準に従って第２の無線通信チャネルを介して前記デー
タ送信機から前記第２の基地局に送信することを有する方法。
【請求項２】
　前記データ受信機は、前記第１の基地局と同期し、
　前記データ送信機は、前記第２の基地局と同期し、
　前記受信機から前記送信機に前記データを送信することは、前記データを前記送信機と
同期させることを有する、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記送信機と前記受信機との間で前記伝送ノードにより伝送される前記データは、前記
第１及び第２の基地局の間での協調を可能にする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記伝送されたデータはネットワーク管理情報である、請求項１ないし３のうちいずれ
か１項に記載の方法。
【請求項５】
　前記第２の基地局は、前記ネットワークのスペクトル効率を改善するために、前記伝送
されたデータを使用する、請求項１ないし４のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項６】
　前記データ伝送ノードは、前記受信機により受信された他のデータから前記データを選
択及び抽出し、前記送信機に伝送する、請求項１ないし５のうちいずれか１項に記載の方
法。
【請求項７】
　前記伝送ノードは、前記受信機と前記送信機との間にプロセッサを有し、
　前記プロセッサは、前記送信機に伝送されるデータを生成するために、前記受信機によ
り受信されたデータを処理する、請求項１ないし６のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項８】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとって中継局であるように見える装置で
あり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置である、請求項１ないし７のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項９】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置であり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとって中継局であるように見える装置で
ある、請求項１ないし７のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１０】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとって中継局であるように見える装置で
あり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとって中継局であるように見える装置で
ある、請求項１ないし７のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１１】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置であり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
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置である、請求項１ないし７のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１２】
　前記装置は、動作中に、IEEE802.16jに従う中継局であるように見える、請求項８ない
し１１のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１３】
　前記装置は、動作中に、IEEE802.16eに従うユーザ端末であるように見える、請求項８
ないし１２のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１４】
　前記標準に従って第３の通信チャネルを介して前記第２の基地局から更なるデータ受信
装置にデータを送信し、
　前記受信したデータを更なるデータ送信機に伝送し、
　前記伝送されたデータを、前記標準に従って第４の通信チャネルを介して前記第１の基
地局に送信することにより、データが前記第２の基地局から前記第１の基地局に伝送され
ることを更に有する、請求項１ないし１３のうちいずれか１項に記載の方法。
【請求項１５】
　前記第２の基地局は、バックホールネットワークに接続され、
　前記伝送されたデータは、バックホールデータである、請求項１ないし１４のうちいず
れか１項に記載の方法。
【請求項１６】
　所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワークで使用されるデータ伝送ノード
であって、
　前記ネットワークの第１の基地局からデータを受信するために、前記標準に従って動作
するように構成された無線受信機と、
　前記ネットワークの第２の基地局にデータを送信するために、前記標準に従って動作す
るように構成された無線送信機と、
　前記受信機及び前記送信機に結合され、前記第１の基地局から前記受信機により受信さ
れたデータを受信し、前記第２の基地局に送信するために前記データを前記送信機に伝送
するように構成されたデータ伝送インタフェースと
　を有するデータ伝送ノード。
【請求項１７】
　前記受信機は、前記第１の基地局の動作と同調して動作可能であり、
　前記インタフェースは、前記受信機から受信したデータを前記送信機に伝送するように
構成され、
　前記送信機は、前記第２の基地局の動作と同調して動作可能である、請求項１６に記載
のデータ伝送ノード。
【請求項１８】
　前記受信機により受信されたデータから、前記送信機に伝送されるデータを選択するよ
うに動作可能であるデータセレクタを有する、請求項１６又は１７に記載のデータ伝送ノ
ード。
【請求項１９】
　前記受信機と前記送信機との間にプロセッサを有し、
　前記プロセッサは、前記受信機により受信されたデータを処理し、前記送信機に伝送さ
れるデータを生成するように動作可能である、請求項１６ないし１８のうちいずれか１項
に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２０】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとって中継局であるように見える装置で
あり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置である、請求項１６ないし１９のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２１】
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　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置であり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとって中継局であるように見える装置で
ある、請求項１６ないし１９のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２２】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとって中継局であるように見える装置で
あり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとって中継局であるように見える装置で
ある、請求項１６ないし１９のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２３】
　前記受信機は、動作中に、前記第１の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置であり、
　前記送信機は、動作中に、前記第２の基地局にとってユーザ端末であるように見える装
置である、請求項１６ないし１９のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２４】
　前記装置は、動作中に、IEEE802.16jに従う中継局であるように見える、請求項２０な
いし２３のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２５】
　前記装置は、動作中に、IEEE802.16eに従うユーザ端末であるように見える、請求項２
０ないし２４のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２６】
　前記標準に従って動作し、前記ネットワークの前記第２の基地局からデータを受信する
ように構成された更なる受信機と、
　前記標準に従って動作し、前記ネットワークの前記第１の基地局にデータを送信するよ
うに構成された更なる送信機と、
　前記更なる受信機及び前記更なる送信機に接続され、前記第２の基地局から前記更なる
受信機により受信されたデータを受信し、前記第１の基地局に送信するために前記データ
を前記更なる送信機に伝送するように構成された更なるデータ伝送インタフェースを更に
有する、請求項１６ないし２５のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノード。
【請求項２７】
　所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワークであり、
　第１の基地局と、
　第２の基地局と、
　前記第１の基地局から前記第２の基地局にデータを伝送するように構成された、請求項
１６ないし２６のうちいずれか１項に記載のデータ伝送ノードと
　を有する移動通信ネットワーク。
【請求項２８】
　前記データ伝送ノードは、各基地局によりサービス提供される２つのセルの境界に位置
する、請求項２７に記載のネットワーク。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、移動電話通信ネットワーク、ネットワークで使用するノード、及びネットワ
ーク内でデータを伝送する方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　移動ハンドセットのようなユーザ装置が無線リンクを介して電気通信ネットワークに接
続された基地局のネットワークに通信する移動電話通信システムは、複数の世代を通じて
急速な発展を経験している。アナログ変調を使用したシステムの初期の配置は、第２世代
のデジタルシステムにより取って代わられ、現在では、第２世代のデジタルシステムは、
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UMTS及びCDMAのような第３世代のデジタルシステムにより取って代わられている。第３世
代の標準は、第２世代のシステムにより提供されるものより大きいデータスループットを
提供する。この傾向は、いわゆるLong　Term　Evolutionシステム（しばしばLTEと呼ばれ
る）のThird　Generation　Partnership　Projectによる提案でも継続している。LTEシス
テムは、広い周波数帯域とスペクトル効率の良い変調技術とを使用し、また、容量を増加
させるための空間的に異なる伝搬パスの利用（Multiple　In　Multiple　Out）を場合に
よって使用することにより、依然として潜在的に大きい容量を提供する。
【０００３】
　移動電話通信システムとは異なり、無線アクセスシステムはまた、当初は加入者の構内
のユーザ装置と公衆電話交換網（PSTN：public　switched　telephone　network）との間
の“ラストマイル”（又はその周辺の）接続を提供することを目的とした発展を経験して
いる。このようなユーザ装置は、典型的には電話又はコンピュータが接続された端末であ
り、初期のシステムでは、基地局間のユーザ装置の移動又はローミングが提供されていな
い。しかし、WiMax標準（IEEE802.16）は、このような端末が高データレートの無線アク
セスシステムを介してPSTNに接続する手段を提供している。
【０００４】
　WiMax及びLTEは異なる経路を介して発展しているが、双方とも、典型的には同様の技術
を使用して同様の目的を提供する高容量の無線データシステムを特徴とすることができ、
更に、双方ともセルラ無線システムとしてのセルラのレイアウトで配置される。典型的に
は、このようなセルラ無線システムは、移動電話ハンドセット又は無線端末のようなユー
ザ装置と、アクセスリンクと呼ばれるものでセルとして知られるカバレッジエリアに存在
する多数のユーザ装置とそれぞれ潜在的に通信する複数の基地局と、各基地局とPSTNのよ
うな電気通信ネットワークとの間のバックホールとして知られる双方向接続とを有する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　セルラ無線システムのデータ容量が増加すると、このことは、バックホールの容量の需
要を増加させることになる。この理由は、これが、無線で生じたトラヒックを、しばしば
完全に異なるネットワークのその宛先に伝達するために必要な接続であるからである。セ
ルラ無線システムの前の世代では、バックホールは、他の電気通信オペレータから借りた
１つ以上の接続により提供されている（このような接続が基地局の近くに存在する場合）
。しかし、増加するデータレートを鑑み、必要な専用線の数も増加している。その結果、
複数の専用線を採用することに関連する動作費用も増加し、このことを高容量システムに
とって潜在的に高価な選択肢にしている。
【０００６】
　専用線の選択肢として、マイクロ波リンク又は光ファイバリンクを含む様々な方法によ
り、専用バックホールリンクが提供可能である。しかし、バックホールのこれらの方法の
それぞれは、関連するコストを有する。専用光ファイバリンクは、主に設置における土木
工事のコストのため、資本支出の観点で高価になり得る。また、この問題は、特に市街地
では重大である。マイクロ波リンクもまた、装置の資本支出を含み、アンテナの正確な配
置の要件をもたらす狭いビーム幅のため、専門家による設置を必要とする。
【０００７】
　個々の基地局毎の専用バックホールリンクの提供の選択肢として、バックホールトラヒ
ックを１つの基地局から他の基地局に中継するために、セルラ無線システムの無線リソー
スを使用することが可能である。典型的には、バックホールのためにセルラ無線リソース
を使用する基地局は、中継ノード（relay　node）として知られる無指向性アンテナを備
えた小型の低電力基地局である。このようなシステムは、既に専用のバックホールを備え
た通常の基地局のカバレッジエリアを越えてセルラ無線カバレッジエリアを拡張するため
に使用可能である。
【０００８】
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　図１は、通常の無線セルラネットワークを示している。この例では、基地局2a...2gは
、マイクロ波リンク4a...4cによりマイクロ波局6に接続され、それから電気通信ネットワ
ーク8に接続されている。
【０００９】
　図２は、セルラ無線ネットワーク内で動作する通常の中継ノードを示している。例えば
、この動作はIEEE802.16jに従ってもよい。ユーザ装置12bは、中継ノード10と通信する。
中継ノード10は、セルラ無線リソースとは別のバックホールリンクを備えていないため、
中継ノードは、バックホールデータを隣接基地局2aに及び隣接基地局2aから中継するため
に使用する無線リソースタイムスロットを割り当てられる。隣接基地局2a自体は、マイク
ロ波リンクによりマイクロ波局6に接続され、それから公衆電話交換網のような電気通信
ネットワーク8に接続される。ユーザ装置12aは、基地局2aと直接通信するものとして示さ
れている。
【００１０】
　移動電話通信ネットワークの容量を増加させることが望ましい。学術研究は、基地局が
独立して動作するのではなく協調した場合、容量が増加し得ることを示している。しかし
、このことは、データが基地局間で伝送されることを必要とする。これを行う１つの方法
は、専用線又は専用のリンクの既存のバックホールネットワークを使用することであるが
、これは、より多くの需要をバックホールネットワークにかける。他の方法は、基地局間
に専用のリンクを提供することであるが、これは、前述のように高価である。
【００１１】
　移動電話通信ネットワークにおいて基地局から及び／又は基地局間でデータを伝送する
必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明の一態様によれば、所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワークにお
いて第１の基地局から第２の基地局にデータを伝送する方法が提供され、この方法は、こ
の標準に従って第１の無線通信チャネルを介して第１の基地局からデータ受信装置にデー
タを送信し、受信したデータをデータ送信機に伝送し、伝送されたデータを、この標準に
従って第２の無線通信チャネルを介してデータ送信機から第２の基地局に送信することを
有する。
【００１３】
　本発明の第２の態様によれば、所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワーク
で使用されるデータ伝送ノードが提供され、ネットワークの第１の基地局からデータを受
信するために、この標準に従って動作するように構成された受信機と、ネットワークの第
２の基地局にデータを送信するために、この標準に従って動作するように構成された送信
機と、受信機及び送信機に結合され、第１の基地局から受信機により受信されたデータを
受信し、第２の基地局に送信するためにこのデータを送信機に伝送するように構成された
データ伝送インタフェースとを有する。
【００１４】
　本発明の第３の態様によれば、所定の標準に従って動作する移動電話通信ネットワーク
が提供され、第１の基地局と、第２の基地局と、第１及び第２の基地局の間でデータを伝
送する本発明の第２の態様によるデータ伝送ノードとを有する。
【００１５】
　本発明の実施例により、データは、第１の基地局と同調（同期）してネットワークの動
作標準に従って第１の基地局から受信されることが可能になり、第２の基地局と同調して
ネットワークの動作標準に従って第２の基地局に送信されることが可能になる。データは
、動作標準とは独立して受信機から送信機に伝送される。送信機及び受信機は、それぞれ
の基地局と同期する。有利には、インタフェースを通じたデータの伝送は、それぞれの基
地局と同期した受信機及び送信機が相互に非同期的に動作し得るように、データをリタイ
ミングすることを含んでもよい。伝送されるデータは、ネットワークの容量を改善するよ
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うに基地局が協調することを可能にするデータでもよい。或いは、伝送されるデータは、
バックホールデータでもよい。
【００１６】
　本発明の実施例では、受信機及び送信機は、ネットワークの無線リソースの異なる部分
を使用して、それぞれの基地局と通信する。本発明の実施例により、データは、マイクロ
波リンクのような専用の更なるリンクを必要とせずに又はバックホールネットワークの専
用線を使用せずに、また、更なる又は専用の無線インタフェースプロトコルの必要なしに
、既存の無線リソースを使用して基地局間で伝送されることが可能になる。実施例の送信
機及び受信機は、ネットワークの標準プロトコルを使用する。従って、新たなプロトコル
は必要なく、基地局への変更は必要ない。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】移動電話通信ネットワークの概略図
【図２】基地局と通信する通常の中継ノードを示す概略図
【図３】２つの基地局と通信する本発明の実施例によるデータ伝送ノードの概略ブロック
図
【図４】本発明によるデータ伝送ノードの他の実施例の概略ブロック図
【図５】代替のデータ伝送ノードの概略ブロック図
【図６】代替のデータ伝送ノードの概略ブロック図
【図７】IEEE802.16jに従った信号の例のフレーム構造の図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の更なる特徴及び利点は、一例のみとして与えられる本発明の好ましい実施例の
以下の説明から明らかになる。本発明の好ましい実施例は、添付図面を参照して行われる
。
【００１９】
　概して、本発明は、セルラ無線システム内でセルラ無線リソースを使用する方法及び装
置を対象とする。明瞭にするために、方法及び装置は、IEEE802.16（WiMax）又はLTEのよ
うな移動電話通信標準に従った高速パケットデータシステムに関して記載するが、これは
一例のみであり、記載する方法及び装置はこの例に限定されないことがわかる。IEEE802.
16では通常であるように、データは、OFDMによりフレームで送信される。中継局の使用に
よる無線リソースの提供を含むIEEE802.16j標準に関するフレームの例が図７に示されて
いる。フレームの横軸は時間を表し、縦軸は周波数を表す。フレームは、時間において、
データが基地局から例えばユーザ端末又は中継局に送信される下りリンクサブフレームDL
と、データがユーザ端末又は中継局から基地局に送信される上りリンクサブフレームULと
に分割される。下りリンク部分は、時間において、プリアンブルにより先導されてもよく
、MAP（マップ）を含んでもよい。
【００２０】
　MAPは、異なるユーザへのフレームの部分の割り当てを示す。異なるユーザ端末及び中
継局に割り当てられたフレームの部分は、フレームにおいて時間スロット（横軸）及び周
波数（縦軸）の組み合わせにより規定される。フレームの下りリンク及び上りリンクサブ
フレームは、中継ゾーンとアクセスゾーンとに分割される。中継ゾーンのデータは、中継
局と基地局との間のリンクのみを目的としており、ユーザ端末により受信されない。アク
セスゾーンのデータは、ユーザ端末のみにより受信され、中継局により受信されない。フ
レームは概略的にのみ示されており、不連続なゾーンを含むフレームの他の構成も可能で
ある。中継局及びユーザ端末への周波数及び時間の割り当ては、事前にネットワークを通
じて設定されてもよい。
【００２１】
　まず、基地局間での協調を可能にする目的での基地局間のデータ交換に関係する本発明
の実施例について説明する。
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【００２２】
　以下の説明では、説明を簡潔にするために、“中継局（relay）”及び“ユーザ端末”
への言及が行われる。明らかなように、“中継局”は、或る実施例では、RF信号を受信し
、これをRF信号として再送信する装置でもよく、他の実施例では、RFを受信し、RFを再送
信しない装置（又はベースバンドデータを受信し、これをRFで送信する装置）であるが、
ネットワークの動作標準（例えば、IEEE802.16j）の中継局の要件に従うため、関連する
基地局にとって中継局であるように見える装置である。同様に、ユーザ端末は、或る実施
例では、受信機と送信機とユーザインタフェースとを有する装置でもよいが、他の実施例
では、ベースバンドでデータを受信し、これをRFで送信する装置（又はRFでデータを受信
し、ベースバンドデータを他の装置に伝送する装置）であるが、ネットワークの動作標準
（例えば、IEEE802.16e）のユーザ端末の要件に従うため、関連する基地局にとってユー
ザ端末であるように見える装置である。
【００２３】
　図３を参照すると、図１の移動電話通信ネットワークの基地局BS1、2a及びBS2、2bは、
データ伝送ノード50により関連付けられる。基地局2a及び2bは、ネットワークの動作標準
である同じ動作標準に従って動作する通常の基地局である。以下の説明は、伝送ノード50
を介して基地局2aから基地局2bにデータを伝送することを検討する。この例では、伝送ノ
ード50は、IEEE802.16jに従い、基地局2aからフレームの下りリンクDL部分の中継ゾーン
でデータを受信する中継局RSを有する。伝送ノードは、IEEE802.16e又はIEEE802.16jに従
い、フレームの上りリンクUL部分のアクセスゾーンでデータを基地局2bに送信するユーザ
端末UTを更に有する。中継局RSは、インタフェースI/F1によりユーザ端末UTに関連付けら
れており、インタフェースI/F1は、中継局により受信されたデータをユーザ端末に伝送し
て処理してもよい。インタフェースは、標準に従う必要はない。この理由は、伝送ノード
内でデータを単に伝送するだけであり、ネットワークの無線リソースを使用せず、伝送ノ
ード外の装置と通信しないからである。通常の動作に従って、中継局RSは、基地局2aと同
期する。すなわち、フレームの中継ゾーン中に基地局からデータを受信するように構成さ
れる。通常の動作中に、ユーザ端末UTは、基地局2bと同期する。すなわち、フレームのア
クセスゾーン中に基地局2bに送信するように構成される。インタフェースI/F1は、中継局
からデータを受信し、データをユーザ端末に提供する。更に、インタフェースI/F1は、以
下に説明するように、他の方法でデータを処理してもよい。
【００２４】
　データは、伝送ノード50を介して基地局2bから基地局2aに伝送されてもよい。この場合
、データは、基地局2bから下りリンクを介してユーザ端末UTにより受信され、更なるイン
タフェースI/F2を介して中継局RSに伝送され、上りリンクを介して中継局により基地局2a
に送信される。
【００２５】
　図４を参照すると、基地局2aから基地局2bへの伝送のみを考慮して、伝送ノード50の例
が詳細に示されている。伝送ノードは、電話通信標準に従った中継局RSと、電話通信標準
に従ったユーザ端末UTとを有する。中継局はアンテナ32を有し、ユーザ端末はアンテナ34
を有する。中継局は、通常の方法で、受信したRFをベースバンドにダウンコンバートし、
復調されたデジタルデータを出力するように動作する復調器を含む無線受信機39を有する
。受信機は、典型的には、基地局2aと同調して動作する。この例では、中継局は、フレー
ムの中継ゾーンで受信したデータから、インタフェースI/F1に供給されるデータを選択す
る中継プロセッサ40を有する。インタフェースI/F1は、プロセッサ42を有してもよい。伝
送ノードはまた、電話通信標準に従ったユーザ端末UTを有する。ユーザ端末は、プロセッ
サ46と、変調器／送信機48とを有する。ユーザ端末は、インタフェースからデータを受信
し、通常の方法で変調及びアップコンバートするため、データを変調器／送信機に供給す
る。典型的には、ユーザ端末は、基地局2bと同調して動作する。ユーザ端末は、アンテナ
34を介してデータを基地局BS2（2b）に送信する。アンテナ32及び34は別々のアンテナと
して図示されているが、或る実装ではユーザ端末及び中継局は同じ物理アンテナを共有し
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てもよいことが、当業者に明らかである。一例では、デジタルデータは、変更又は処理な
しに、中継局RSからユーザ端末UTに伝送される。しかし、データはプロセッサ42により処
理されてもよい。
【００２６】
　任意選択で、中継局は、データを他の中継局及び／又はユーザ端末に送信するために、
アップコンバータ及び送信機39と、アンテナ35とを更に有してもよく、従って、その目的
で通常の中継局として動作してもよい。
【００２７】
　任意選択で、ユーザ端末は、OA&M（operations,　administration　and　maintenance
）に使用され得るユーザインタフェース48を更に有してもよい。任意選択で、ユーザ端末
は、通常の方法で、アンテナ33を介してRFを受信し、RFをダウンコンバートし、復調され
たデータをユーザインタフェースに出力するように動作する復調器を含む受信機49を更に
有してもよい。
【００２８】
　中継局RSは、基地局BS1（2a）からデータを受信する。本発明のこの実施例では、中継
局は、基地局BS1から受信したデータから、中継局RSがアップコンバータ／送信機39を有
する場合、他のユーザ端末及び／又は中継局に渡されることを目的とするデータを選択し
、また、他のデータを選択する。
【００２９】
　他のユーザ端末及び／又は中継局並びに基地局BS2に渡されるデータの選択は、フレー
ムにおいて通常のアドレス情報を使用して行われる（図７参照）。他のノードに通常に伝
送されるデータは、ユーザデータとしてトラヒックチャネルに現れ、従って、管理及び制
御データから区別される。これらのチャネルの間の区別は、当該無線インタフェースの標
準で行われる。中継局は、データに関連するアドレス情報から、何が受信データの特定の
ブロックの宛先ノードであるかを検出する（IEEE802.16jでは、これがMAPの目的である）
。宛先ノードがBS2である場合、伝送ノードは、これをBS2に渡す。データ伝送ノードは、
測定から生成された何らかの新たなデータを、BS2のパケットに更に挿入してもよい。こ
の場合、伝送ノードのインタフェースは、このようなデータを、BS2を対象としたデータ
ストリームに導入することができる。
【００３０】
　他のデータは、特に他の基地局BS2（2b）により使用するため、基地局BS1により提供さ
れてもよい。この場合、このようなデータは、インタフェースのプロセッサにより処理さ
れずに、インタフェースI/F1を介して中継局RSからユーザ端末UTに渡される。
【００３１】
　他のデータは、通常の中継局により渡されないデータ及び／又は環境の測定情報を含ん
でもよい。通常の中継局により通常では渡されないデータは、例えば効率的な動作（例え
ばリソースの効率的な割り当て）を可能にするための、例えば通常では中継局の内部で使
用されるデータである。
【００３２】
　一例として、第１の基地局BS1は、a)ネットワーク（典型的には、基地局をPSTNに接続
するマイクロ波ポイント・ツー・ポイント又は有線ネットワーク）からデータを収集して
もよく、b)受信上りリンク信号又はこれに含まれる情報（例えば、基地局BS1と通信する
ユーザ端末により提供される）に基づいて行った測定からデータを収集してもよく、及び
／又はc)基地局BS1の内部動作（例えば、基地局は、自分のスケジューラがユーザ端末へ
の将来の通信で使用するために何のリソースを割り当てているかを認識している）からデ
ータを収集してもよい。このようなデータは、正確なリソース割り当てでもよく、ネット
ワーク特性のより一般的な指標（しばしば環境と呼ばれる）でもよい。例えば、これは、
ネットワークの負荷（すなわち、使用中のリソースの割合）でもよい。本発明の実施例で
は、このデータは、第２の基地局BS2のメッセージとして組み立てられ、伝送ノードによ
り第２の基地局BS2に渡される。
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【００３３】
　或る情報は、中継局が効率的に動作することを支援するため、通常では通常の中継局自
体を対象として第１の基地局BS1により送信されてもよい。通常では、このような情報は
、ネットワークの他のノードには渡されない。更に、中継局自体は、前述のb)及びc)でBS
と同様の何らかの測定を行ってもよい。すなわち、b)受信した上りリンク信号又はこれに
含まれる情報（例えば、この中継局と通信するユーザ端末により提供される）に基づいて
自分で行った測定から何らかの測定を行ってもよく、c)この中継局の内部動作（例えば、
中継局は、自分のスケジューラがユーザ端末への将来の通信で使用するために何のリソー
スを割り当てているかを認識している）から何らかの測定を行ってもよい。このデータは
、通常では中継局が動作するのを支援するために内部目的で使用されているため、通常で
は通常の中継局により渡されない。本発明の一例では、このような情報は、協調の目的で
伝送ノードにより第２の基地局BS2に伝送される。この理由は、これが、基地局BS1及び2
が動作している無線及びネットワーク環境の認識を増加させるからである。
【００３４】
　このような他のデータがインタフェースI/F1のプロセッサ42に提供され、少なくともデ
ータ量を低減し、データを解釈して、基地局BS1及びBS2が協調することを可能にする特定
のメトリックを導いてもよい。このようなメトリックの例は、干渉マップである。プロセ
ッサ42は、受信信号による無線リソースの使用、データのバースト回数又は無線チャネル
の特性に関する情報を抽出し、基地局BS1により他のノードに行われた無線リソース要求
／許可を探してもよい。これは、無線リソースの将来の使用を示してもよく、従って、協
調する基地局BS2にとって利用可能にならない可能性があるリソースを示してもよい。
【００３５】
　ユーザ端末UTは、通常のユーザ端末でのユーザデータと同様の方法で、インタフェース
I/F1からデータを受信する。ユーザ端末は、基地局BS2へのデータを符号化、変調及び送
信する。
【００３６】
　図５を参照すると、伝送ノード50は、インタフェースI/Fにより基地局2bと通信する移
動電話通信標準に従った第２の中継局に結合された基地局2aと通信する移動電話通信標準
に従った第１の中継局24を有してもよい。図６を参照すると、伝送ノード50は、インタフ
ェースI/Fにより基地局2bと通信する移動電話通信標準に従った第２のユーザ端末30に結
合された基地局2aと通信する移動電話通信標準に従った第１のユーザ端末28を有してもよ
い。図５及び６の伝送ノードは、図４の伝送ノードと同様に動作する。
【００３７】
　前述のように、伝送ノードは、A)協調する基地局BS1及び2の双方にとってユーザ端末と
して見えるように、又はB)協調する基地局の一方にとって中継局として見え、他方の基地
局にとってユーザ端末として見えるように、C)協調する基地局の双方にとって中継ノード
として見えるように、実装されてもよい。
【００３８】
　A)図６を参照すると、伝送ノードが２つのユーザ端末UT1及びUT2を有するものとして見
える場合、基地局BS1は、伝送ノードのユーザ端末UT1に伝送する下りリンクリソースを割
り当て、これらのリソースを使用して伝送ノードに送信する。伝送ノードはまた、基地局
BS2に送信するユーザ端末UT2を有する。内部では、伝送ノードは、ユーザ端末UT1からユ
ーザ端末UT2に情報を渡す。この通信は完全に伝送ノードの内部で生じ、ネットワークの
他のノードに明らかにはならないため、この目的のために無線インタフェースリソースは
必要ない。ユーザ端末UT2は、BS1から受信した信号から導かれた情報をBS2に送信する目
的で、BS2から上りリンクリソースを要求する。伝送ノードは、ユーザ端末UT1及びUT2に
より表されるように、２重の性質を有する。これらは、それぞれの基地局BS1及びBS2と通
信するために利用される。ユーザ端末UT1は、基地局BS1に関連付けられて同期しており、
ユーザ端末UT2は、基地局BS2に関連付けられて同期している。
【００３９】



(11) JP 2012-507230 A 2012.3.22

10

20

30

40

50

　B)図４を参照すると、伝送ノードが中継ノードRSとユーザ端末UTとを有する場合、基地
局BS1は、中継局RS1に送信する下りリンクリソースを割り当て、これらのリソースを使用
して伝送ノードに送信する。伝送ノードは、基地局BS2にとってユーザ端末UTとして見え
る。内部では、伝送ノードは、中継局RSからユーザ端末UTに情報を渡す。この通信は完全
に伝送ノードの内部で生じ、ネットワークの他のノードに明らかにはならないため、この
目的のために無線リソースインタフェースは必要ない。ユーザ端末UTは、基地局BS1から
受信した信号から導かれた情報を基地局BS2に送信する目的で、上りリンクリソースを要
求する。伝送ノードは、中継局RS及びユーザ端末UTにより表されるように、２重の性質を
有する。これらは、それぞれの基地局BS1及びBS2と通信するために利用される。中継局RS
は、基地局BS1に関連付けられて同期しており、ユーザ端末UTは、基地局BS2に関連付けら
れて同期している。
【００４０】
　C)図５を参照すると、伝送ノードが２つの中継ノードRS1及びRS2を有するものとして見
える場合、基地局BS1は、中継局RS1に伝送する下りリンクリソースを割り当て、これらの
リソースを使用して伝送ノードに送信する。伝送ノードは、基地局BSにとって中継局RS2
として見える。内部では、伝送ノードは、中継局RS1から中継局RS2に情報を渡す。この通
信は完全に伝送ノードの内部で生じ、ネットワークの他のノードに明らかにはならないた
め、この目的のために無線インタフェースリソースは必要ない。中継ノードRS2は、基地
局BS1から受信した信号から導かれた情報を基地局BS2に送信する目的で、基地局BS2から
上りリンクリソースを要求する。伝送ノードは、中継ノードRS1及びRS2により表されるよ
うに、２重の性質を有する。これらは、それぞれの基地局BS1及びBS2と通信するために利
用される。中継ノードRS1は、基地局BS1に関連付けられて同期しており、中継ノードRS2
は、基地局BS2に関連付けられて同期している。
【００４１】
　集中型スケジューリングの場合、スケジューリング判定は、各基地局により独立して行
われてもよく、基地局BS1とBSとの間でリソース割り当ての協調は存在しなくてもよい。
従って、A)（図６）の場合、ユーザ端末UT2と基地局BS2との間の上りリンク通信のために
基地局BS2により割り当てられたリソースは、ユーザ端末UT1と基地局BS1との間の上りリ
ンク通信のために基地局BS1により割り当てられたものと同になる可能性があり、その結
果、伝送ノードが同じリソースを使用して２つの異なるデータセットを２つの基地局に送
信する必要がある衝突を生じる。（ユーザ端末UT1とBS1との間の上りリンク通信は、リン
クを維持するための制御データの交換の結果でもよく、基地局BS2からの下りリンク信号
から導かれた情報の伝送ノードによる通信の必要性のためでもよい。）同様の衝突は、伝
送ノードが図C)（図５）のように双方の基地局にとって中継局として見える場合に生じ得
る。
【００４２】
　しかし、B)の場合（図４）のように、伝送ノードが一方の基地局にとって中継ノードRS
として見え、他方の基地局にとってユーザ端末として見える場合、中継ノードと一方の基
地局との間の通信は、“中継ゾーン”で生じ、他方の基地局とユーザ端末との間の通信に
使用される“アクセスゾーン”と直交する。従って、２つの基地局との上りリンク通信又
は実際に基地局から伝送ノードへの下りリンク通信のための同一のリソースの同時使用の
要件という形式の衝突は存在しない。
【００４３】
　分散型スケジューリングの場合、スケジューリング判定は、伝送ノードを含み、各ノー
ドにより独立して行われる。このことは、伝送ノードと２つの基地局BS1及びBS2との間の
上りリンク通信のリソース割り当てを協調してもよい。それにも拘らず、２つの基地局か
らの下りリンク通信は、同じリソースを使用して生じてもよい。
【００４４】
　従って、伝送ノードは２つのユーザ端末として見えてもよく、２つの中継局として見え
てもよい。この好ましい実施例は、伝送ノードが協調する基地局の一方にとって中継ノー
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ドとして見え、他方にとってユーザ端末として見えるものである。受信機及び送信機は、
無線リソースの異なる部分を使用する。この例では、図７に示すように、受信機及び送信
機は、関連する基地局と通信するために、フレームの異なるゾーンを使用する。
【００４５】
　前述の伝送ノードの例は、別法では効率的且つ効果的に通信できない２つの基地局が通
信する機構を提供する。基地局は、複数の非常に良い理由で、相互に直接通信するように
設計されていない。例えば、基地局のアンテナは、典型的には相互に位置合わせされてい
ない。この理由は、このようにすると、ユーザ端末との通信の通常動作において過度に高
いレベルの干渉を生じるからである。
【００４６】
　伝送ノードは、構成要素であるセルラ無線ネットワークの性能を拡張するために（例え
ば、容量の増加させるため、待ち時間を低減するため）、基地局の間での協調を可能にす
る。このため、情報は、伝送ノードを介して協調する基地局の間で交換される。これによ
り、各基地局は、動作するネットワーク環境に関するより良い情報を有する。
【００４７】
　例えば、このような情報は、基地局の１つにより関連するユーザ端末と通信するリソー
スの好ましい割り当てを含んでもよい。どのリソースが第１の基地局BS1により使用中で
あるかを認識して、協調する第２の基地局BS2は、自分に関連するユーザ端末と通信する
ために代替のリソースを割り当て、相互干渉を最小化してもよい。ある場合には、各ユー
ザ端末が他の基地局からの干渉から環境により保護されている場合、同じリソースが双方
の基地局により使用され得ることも考えられ得る。このような干渉マップは、伝送ノード
を介した基地局間の情報の交換に基づいて時間と共に組み立てられてもよい。いわゆる“
ソフト周波数再利用（soft　frequency　reuse）”はまた、このような測定により可能に
なってもよい。この場合、双方の基地局は、同じリソースを使用することが可能であるが
、低い電力で使用することが可能であるため、干渉を最小化する。この種類の情報は、比
較的コンパクトであり、基地局間で通信するリソースについて多くを必要としない。
【００４８】
　より進んだレベルでは、第１の基地局BS1に送信されている実際のデータの一部は、第
２の基地局BS2に渡されてもよく、第２の基地局BS2は、自分の関連するユーザ端末からの
信号をより良く復調及び復号化するために、これを受信機で使用してもよい。第２の基地
局BS2により受信された信号は、ユーザ端末からの所望の信号と、第１の基地局BS1と通信
する端末に関連する干渉との混合である。
【００４９】
　干渉を構成する第１の基地局のデータを認識することにより、その効果が低減され又は
完全に除去され得る。このことは、伝送ノードを介した基地局間の大きい情報の交換を必
要とし、システム設計者が、協調データを交換するために必要なリソース量と、ユーザ端
末への改善したスループットの観点で得られる利点との間の適切なトレードオフを判定す
ることになる。
【００５０】
　伝送ノード50は、図１に示すように、２つの基地局によりサービス提供されるセルの境
界に位置してもよい。
【００５１】
　前述の実施例は、本発明の例示的な例として理解されるべきである。本発明の更なる実
施例も考えられる。
【００５２】
　本発明はWiMAX又はLTEに限定されず、他の移動電話通信標準（例えば、IMT　advanced
標準で開発されているもの）に関して適用されてもよい。
【００５３】
　伝送ノード50は、２つより多くの基地局に関連付けられてもよい。例えば、伝送ノード
は、３つのセルに関連付けられてもよい。図１に示すように、伝送ノードは、基地局2a、
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2b及び2dによりサービス提供される３つの隣接セルの交差部分に配置されてもよい。例え
ばWiMAXでは、フレームの複数のゾーンが許容されている。伝送ノードに追加の中継ノー
ドを含める必要がある。第１の中継ノードは基地局BS1に関連し、ユーザ端末UTは、基地
局BS2に関連付ける。第２の中継ノードは、他の基地局BS3に関連付け、インタフェースI/
F1は、第１及び第２の中継局並びにユーザ端末の３つの全ての間をインタフェース接続す
る必要がある。従って、本発明の概念は、例えば更なる中継局を伝送ノードに取り入れる
ことにより、２つより多くの基地局の間の協調を可能にするように拡張されることが、当
業者に明らかである。伝送ノードの各中継ノード及びユーザ端末は、フレームの別々のゾ
ーンに依存する。更なる中継局を取り入れる変わりに、他の種類のノードが、例えば図５
及び６を参照して記載されたように使用されてもよい。更に、BS2からBS1へ、BS2からBS3
へ及びBS1からBS3への逆方向のパスが提供されてもよい。順方向及び逆方向のパスの例は
、図３に示されている。
【００５４】
　本発明について、基地局の間でデータを伝送して基地局が協調することを可能にするこ
とに関して一例として説明した。しかし、伝送ノードは、基地局の間で如何なるデータを
伝送するために使用されてもよい。例えば、バックホールデータは、バックホールネット
ワークに接続されていない１つの基地局から、バックホールネットワークに接続された他
の基地局に伝送されてもよい。
【００５５】
　データは、復調及び復号化されない形式で、例えば無線周波数（RF：radio　frequency
）又は中間周波数（IF：intermediate　frequency）信号として、受信機と送信機との間
で伝送されてもよく、ゼロ又はほぼゼロの中間周波数でのベースバンド信号として伝送さ
れてもよい。信号は、サンプリングされた形式で伝送されてもよい。サンプリングされた
形式は、ナイキストサンプリング、オーバーサンプリング又はアンダーサンプリングでも
よい。例えば、信号は、サンプリングされた受信信号ベクトルとして伝送されて、各ベク
トルは、変調シンボルを表してもよい。この利点は、データ処理が送受信間で低減される
点にある。或いは、データは、受信に続いて復調及び／又は符号化されてもよく、その後
、送信のために再符号化及び再変調されてもよい。この利点は、コンテンツを利用して、
潜在的に再送信を必要としない構成要素を除去することによりデータを圧縮するために、
データがアクセス可能である点にある。更に、受信、復調及び再変調は、再送信の前に信
号から干渉を除去してもよい。同様に、復号化及び再符号化は、再送信信号の誤りを低減
するために、誤り訂正符号化を利用し、これにより、基地局間でのデータ伝送の信頼性を
向上させることができる。
【００５６】
　前述のように、伝送ノードは、受信機から送信機に伝送されるデータを選択する。様々
な選択肢が可能である。中継局からユーザ端末に伝送されるデータは、1)中継ゾーンで受
信した全てのデータでもよく、2)中継ゾーンで受信したデータの選択肢でもよく、3)デー
タの記述でもよい。
【００５７】
　データセレクタは、適切な制御のもとで、1)又は2)を選択するように制御可能でもよい
。
【００５８】
　図４を参照して前述したように、中継局は、送信機に伝送されるデータを選択するプロ
セッサ40を有する。しかし、インタフェースのプロセッサ42は、送信機に伝送されるデー
タを選択してもよい。
【００５９】
　いずれか１つの実施例に関して記載した何らかの特徴のみが使用されてもよく、記載し
た他の特徴と組み合わせて使用されてもよく、他の実施例の１つ以上の特徴と組み合わせ
て使用されてもよく、他の実施例の如何なる特徴と組み合わせて使用されてもよいことが
わかる。更に、前述に記載していない均等物及び変形例も、特許請求の範囲に規定された
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【図１】 【図２】
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